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新型コロナウイルスの感染拡大に伴う 2 度目の「緊急事態宣言」が出され、政府は事業者に「テレワークの

推進による出勤者 7 割減」の要請を行いました。本会では 2020 年春の「緊急事態宣言」のあと、7 月に「新型

コロナウイスル感染拡大による実態調査」を実施し、その中で「在宅勤務」の状況もお尋ねしました。それから

半年が経過し、今般、あらためて「在宅勤務制度」の整備状況を把握するとともに、在宅勤務に伴う諸費用の

支給実態を伺いました。 

皆様が在宅勤務制度の整備を検討される上で、参考に供していただく調査結果をご報告いたします。 

 

＜調査概要＞ 

（1）調査対象 愛知県経営者協会 会員企業 861 社 

（2）調査期間 2021 年 2 月 10 日～2 月 19 日 

（3）回答社数 273 社（回答率 31.7％） 

業種計（社） 従業員規模別（社） 

  製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

273 153 120 54 85 64 70 

 

＜調査結果のポイント＞ 

1. 在宅勤務制度の有無 

 コロナ禍以前から制度がある企業が 12.1％、コロナ禍をキッカケに制度を作った企業は 26.4％であり、 

双方を合わせると、制度がある企業は 38.5％と全体の 4 割弱になる。 

 制度はないが緊急に対応している企業は 31.9％。制度をつくる予定はない企業は 19.8％と約 2 割ある。 

2. 在宅勤務の実施状況 

 現在実施中の企業が 63.6％あった。(2020 年 7 月の調査時は、65.1％) 

 前回の緊急事態宣言の時は実施したが、現在は実施していない企業が 12.1％あった。 

3. 在宅勤務の対象者(複数回答) 

 特に制限はない企業が 44.9％で一番多い。育児・介護の事情がある者を対象とする企業は 10.8％ある。 

4. 在宅勤務の実施部門(複数回答) 

 総務.経理.会計.人事が 74.3％で最も多い。次いで、営業が 72.5％となっている 

5. 在宅勤務手当 

 手当がある企業が 12.9％(2020 年 7 月の調査時は、2.5％) 

 導入の予定はない企業は 70.6％(2020 年 7 月の調査時は、84.1％) 

 手当の金額は、1 回あるいは 1 日あたり 50 円～400 円で、150 円、200 円が同数で最も多い 

6. 在宅勤務に対応するための一時金 

 一時金を支給した企業は 1.7％(2020 年 7 月の調査時は、0.4％) 

 導入の予定はない企業は 90.1％(2020 年 7 月の調査時は、93.0％) 

7. 在宅勤務時の水道光熱費 

 会社負担があるが 7.8％(2020 年 7 月の調査時は、1.1％) 

 会社負担の予定はないが 80.4％(2020 年 7 月の調査時は、90.8％) 

8. 在宅勤務者の通勤手当の支給方法 

 出社回数に応じた支給をしているが 30.4％(2020 年 7 月の調査時は、15.0％) 

 変更は検討していないが 52.0％(2020 年 7 月の調査時は、72.3％) 

在宅勤務の実施と諸費用の支給に関わる調査結果 

2021 年 3 月 
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調査結果 

1-（1） 在宅勤務制度の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

コロナ禍以前からあ

る (33) 12.1 (22) 14.4 (11) 9.2 (3) 5.6 (6) 7.1 (7) 10.9 (17) 24.3 

コロナ禍をきっかけに

制度をつくった (72) 26.4 (45) 29.4 (27) 22.5 (7) 13.0 (20) 23.5 (22) 34.4 (23) 32.9 
制度はないが、緊急

に対応している (87) 31.9 (45) 29.4 (42) 35.0 (22) 40.7 (27) 31.8 (18) 28.1 (20) 28.6 
制度導入の準備中 (27) 9.9 (13) 8.5 (14) 11.7 (6) 11.1 (11) 12.9 (5) 7.8 (5) 7.1 
制度をつくる予定は

ない (54) 19.8 (28) 18.3 (26) 21.7 (16) 29.6 (21) 24.7 (12) 18.8 (5) 7.1 

計 (273) 100.0 (153) 100.0 (120) 100.0 (54) 100.0 (85) 100.0 (64) 100.0 (70) 100.0 

 

1-（2） 在宅勤務の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

現在実施中 (173) 63.6 (101) 66.4 (72) 60.0 (23) 42.6 (49) 58.3 (38) 59.4 (63) 90.0 
前回の緊急事態宣言

の時は実施したが、現

在は実施していない (33) 12.1 (17) 11.2 (16) 13.3 (11) 20.4 (9) 10.7 (11) 17.2 (2) 2.9 
在宅勤務は現在まで実

施したことはない (66) 24.3 (34) 22.4 (32) 26.7 (20) 37.0 (26) 31.0 (15) 23.4 (5) 7.1 

計 (272) 100.0 (152) 100.0 (120) 100.0 (54) 100.0 (84) 100.0 (64) 100.0 (70) 100.0 

・コロナ禍以前から制度がある企業が 12.1％ 

 コロナ禍をキッカケに制度を作った企業は 26.4％ 

 双方を合わせると、制度がある企業は 38.5％ 

・制度はないが緊急に対応している企業は 31.9％ 

・制度をつくる予定はない企業は 19.8％ 

 

※従業員 100 人未満では 4 割が緊急に対応していると 

 回答しており、制度をつくる予定がないとする企業 

 も従業員 100 人未満で 3 割となっている。 

・現在実施中の企業が 63.6％ 

・前回の緊急事態宣言の時は実施したが、 

 現在は実施していない企業が 12.1％ 

〈参考〉2020 年 7 月調査 
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1-（3） 在宅勤務の対象者 （（2）で「現在実施中」と回答した企業対象、複数回答） 

 特に制限はない企業が 44.9％で一番多い。 

 特定の職種.職務の者を対象とする企業は 38.3％ある。 

 育児・介護の事情がある者を対象とする企業は 10.8％ある。 

 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

特に制限はない (75) 44.9 (32) 32.7 (43) 62.3 (10) 43.5 (17) 35.4 (18) 50.0 (30) 50.0 
特定の職種・職務の

者 (64) 38.3 (50) 51.0 (14) 20.3 (9) 39.1 (21) 43.8 (11) 30.6 (23) 38.3 
育児・介護の事情が

ある者 (18) 10.8 (15) 15.3 (3) 4.3 (2) 8.7 (3) 6.3 (3) 8.3 (10) 16.7 
妊娠中の者 (13) 7.8 (11) 11.2 (2) 2.9 (0) 0.0 (2) 4.2 (2) 5.6 (9) 15.0 
基礎疾患のある者 (12) 7.2 (12) 12.2 (0) 0.0 (1) 4.3 (4) 8.3 (1) 2.8 (6) 10.0 
入社後一定期間経過

した者 (10) 6.0 (9) 9.2 (1) 1.4 (1) 4.3 (1) 2.1 (0) 0.0 (8) 13.3 

高齢の者 (9) 5.4 (9) 9.2 (0) 0.0 (1) 4.3 (3) 6.3 (0) 0.0 (5) 8.3 
一定の職位以上の者 (5) 3.0 (3) 3.1 (2) 2.9 (1) 4.3 (2) 4.2 (0) 0.0 (2) 3.3 
障害のある者 (4) 2.4 (4) 4.1 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (4) 6.7 
その他 (30) 18.0 (17) 17.3 (13) 18.8 (3) 13.0 (6) 12.5 (7) 19.4 (14) 23.3 

回答社数 (167) 100.0 (98) 100.0 (69) 100.0 (23) 100.0 (48) 100.0 (36) 100.0 (60) 100.0 

 

1-（3） 在宅勤務の対象者 「その他」の回答 

従業員数 業種 その他の回答 

100 人未満 印刷・同関連 Ｗｅｂ制作の者 

100 人未満 その他製造業 東京（営）にて社有車貸出しでも通勤が困難な社員（事務パート） 

100 人未満 運輸業、郵便業 現場作業以外の者すべて 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 同居家族が濃厚接触者に指定された社員 

100～299 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 東京支店勤務者 

100～299 人 化学工業 在宅勤務可能な部署が対象(生産本部以外) 

100～299 人 卸売業、小売業 職位者を除く本社勤務者 

100～299 人 卸売業、小売業 事務職 

100～299 人 その他非製造業 教員・研究員のうち希望する者 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅勤務可能な業務の担当者が適宜実施 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 製造等現場業務に従事する職種以外は在宅の対象 

300～999 人 食料品 事務所勤務のもの 

300～999 人 その他製造業 業務上で在宅勤務が可能な者 

300～999 人 卸売業、小売業 役員・部長以外の全員が対象 

300～999 人 卸売業、小売業 個人所有の PC 及びネット接続環境の業務使用を認めた者 

300～999 人 その他非製造業 コロナ感染予防の観点より暫定的に特定の職種・職務の者以外も適用中 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 自宅の執務環境・セキュリティ環境が適性と認められる者。会社で行ってい

る業務と同様の業務ができること。勤怠製菓の管理ができること。同居家族

の同意があること。 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 通勤で公共交通機関を使用している者 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 直接/間接管理部門従業員対象 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 新型コロナ対応として、公共交通機関通勤者を特例的に認めている(職種や

職務に関係なく) 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 家族に重篤な疾患のある者 1 名を対象に感染予防策として実施中 

1000 人以上 窯業・土石製品 工場勤務者以外 

1000 人以上 その他製造業 在宅での業務が円滑に遂行でき、自宅のネットワーク環境が適正であり、当

該部門長が承認した社員 

1000 人以上 その他製造業 県外含め遠方から電車通勤している従業員 

1000 人以上 運輸業、郵便業 オフィス部門 

1000 人以上 建設業 正社員、シニア社員、契約社員 
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1000 人以上 その他非製造業 対応可能な職種 

1000 人以上 その他非製造業 警備や施設運営・管理職などの現場仕事・エッセンシャルワーカーを除いた

事務職 

1000 人以上 その他非製造業 在宅勤務ではなく実態は自宅待機とし、自宅学習等を推進。対象に制限は

ないが、妊婦には別途特別休暇も付与 

1000 人以上 その他非製造業 在宅勤務が可能な業務に従事している者 

 

1-（4） 在宅勤務の実施部門 （（2）で「現在実施中」と回答した企業対象、複数回答） 

 総務.経理.会計.人事が 74.3％で最も多い。 

 次いで、営業が 72.5％となっている 

(営業は、会社には出勤せずに自宅から顧客に連絡をとり、客先に直行直帰するケースが多い) 

 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

総務・経理・ 

会計・人事 (127) 74.3 (72) 72.0 (55) 77.5 (19) 82.6 (28) 58.3 (29) 76.3 (51) 82.3 
営業 (124) 72.5 (82) 82.0 (42) 59.2 (10) 43.5 (34) 70.8 (30) 78.9 (50) 80.6 

企画・調査・広報 (96) 56.1 (55) 55.0 (41) 57.7 (9) 39.1 (12) 25.0 (25) 65.8 (50) 80.6 
情報処理 (89) 52.0 (57) 57.0 (32) 45.1 (3) 13.0 (16) 33.3 (23) 60.5 (47) 75.8 
研究開発 (58) 33.9 (46) 46.0 (12) 16.9 (2) 8.7 (10) 20.8 (9) 23.7 (37) 59.7 
購買 (58) 33.9 (45) 45.0 (13) 18.3 (2) 8.7 (7) 14.6 (9) 23.7 (40) 64.5 
生産技術管理 (56) 32.7 (45) 45.0 (11) 15.5 (4) 17.4 (11) 22.9 (7) 18.4 (34) 54.8 
販売・サービス (51) 29.8 (35) 35.0 (16) 22.5 (4) 17.4 (5) 10.4 (12) 31.6 (30) 48.4 

製造 (11) 6.4 (6) 6.0 (5) 7.0 (0) 0.0 (2) 4.2 (3) 7.9 (6) 9.7 
その他 (25) 14.6 (11) 11.0 (14) 19.7 (2) 8.7 (9) 18.8 (7) 18.4 (7) 11.3 

回答社数 (171) 100.0 (100) 100.0 (71) 100.0 (23) 100.0 (48) 100.0 (38) 100.0 (62) 100.0 

 

1-（4） 在宅勤務の実施部門 「その他」の回答 

従業員数 業種 その他の回答 

100 人未満 印刷・同関連 Ｗｅｂ制作部門 

100 人未満 運輸業、郵便業 輸送手配 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 製造現場作業者を除く全部門 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 監査役 

100～299 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 生産管理 

100～299 人 化学工業 品質保証部 

100～299 人 卸売業、小売業 営業事務、設計 

100～299 人 その他非製造業 専門業務 

100～299 人 その他非製造業 技術サービス部門 

100～299 人 その他非製造業 部門の制限はない 

100～299 人 その他非製造業 全部署 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 希望者から会社が認めた者 

300～999 人 その他製造業 全部門 

300～999 人 卸売業、小売業 全部署 

300～999 人 卸売業、小売業 SE 

300～999 人 その他非製造業 生産部門 

300～999 人 その他非製造業 土木計画・設計部門 

300～999 人 その他非製造業 本社部門すべて 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 フレックスの製造部門 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 製造は管理部門を対象 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 生産管理、品質保証 

1000 人以上 その他製造業 製造の間接部門 

1000 人以上 運輸業、郵便業 オフィス部門 

1000 人以上 建設業 部門制限なし 

1000 人以上 その他非製造業 部門不問。実施職員を、宣言期間中一定日数自宅待機＝自宅学習とした 
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2-（1） 在宅勤務に使用する情報機器 ＜会社が貸与しているもの＞ （複数回答） 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

パソコン (184) 92.0 (108) 92.3 (76) 91.6 (26) 81.3 (53) 91.4 (46) 95.8 (59) 95.2 

スマートフォン (96) 48.0 (56) 47.9 (40) 48.2 (15) 46.9 (29) 50.0 (22) 45.8 (30) 48.4 
モバイル Wi－Fi (70) 35.0 (42) 35.9 (28) 33.7 (4) 12.5 (26) 44.8 (19) 39.6 (21) 33.9 
携帯電話（スマートフ

ォン以外） (61) 30.5 (39) 33.3 (22) 26.5 (9) 28.1 (17) 29.3 (14) 29.2 (21) 33.9 
タブレット (34) 17.0 (19) 16.2 (15) 18.1 (4) 12.5 (7) 12.1 (10) 20.8 (13) 21.0 
WEB カメラ (27) 13.5 (21) 17.9 (6) 7.2 (4) 12.5 (5) 8.6 (8) 16.7 (10) 16.1 
ヘッドセット (24) 12.0 (17) 14.5 (7) 8.4 (2) 6.3 (6) 10.3 (7) 14.6 (9) 14.5 

プリンタ (4) 2.0 (2) 1.7 (2) 2.4 (0) 0.0 (1) 1.7 (1) 2.1 (2) 3.2 
その他 (10) 5.0 (5) 4.3 (5) 6.0 (1) 3.1 (1) 1.7 (1) 2.1 (7) 11.3 

回答社数 (200) 100.0 (117) 100.0 (83) 100.0 (32) 100.0 (58) 100.0 (48) 100.0 (62) 100.0 

 

2-（1） 在宅勤務に使用する情報機器 ＜会社が貸与しているもの＞ 「その他」の回答 

従業員数 業種 その他の回答 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 セキュリティー関連機器 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 折畳みデスク・チェアセット、デスクライト、 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 リモートデスクトップコネクタ 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 リモート接続機器 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 ディスプレイ 

1000 人以上 卸売業、小売業 ネットワーク環境のない方のみ Wi-Fi 貸出 

1000 人以上 運輸業、郵便業 スマートフォン・携帯電話は一部の社員に貸与 

1000 人以上 その他非製造業 職種により異なる 

1000 人以上 その他非製造業 自宅学習には個人所有の機器使用 

 

2-（2） 在宅勤務に使用する情報機器 ＜個人所有の機器の利用を認めているもの＞（複数回答） 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

スマートフォン (68) 45.6 (35) 41.7 (33) 50.8 (13) 52.0 (12) 30.0 (18) 54.5 (25) 49.0 
パソコン (64) 43.0 (40) 47.6 (24) 36.9 (14) 56.0 (17) 42.5 (8) 24.2 (25) 49.0 
モバイル Wi－Fi (64) 43.0 (36) 42.9 (28) 43.1 (10) 40.0 (15) 37.5 (15) 45.5 (24) 47.1 
ヘッドセット (62) 41.6 (43) 51.2 (19) 29.2 (1) 4.0 (17) 42.5 (10) 30.3 (34) 66.7 
WEB カメラ (49) 32.9 (36) 42.9 (13) 20.0 (2) 8.0 (13) 32.5 (10) 30.3 (24) 47.1 

携帯電話（スマートフ

ォン以外） (39) 26.2 (24) 28.6 (15) 23.1 (3) 12.0 (9) 22.5 (10) 30.3 (17) 33.3 
プリンタ (34) 22.8 (22) 26.2 (12) 18.5 (3) 12.0 (10) 25.0 (12) 36.4 (9) 17.6 
タブレット (24) 16.1 (17) 20.2 (7) 10.8 (2) 8.0 (4) 10.0 (6) 18.2 (12) 23.5 
その他 (13) 8.7 (5) 6.0 (8) 12.3 (2) 8.0 (2) 5.0 (4) 12.1 (5) 9.8 

回答社数 (149) 100.0 (84) 100.0 (65) 100.0 (25) 100.0 (40) 100.0 (33) 100.0 (51) 100.0 

 

2-（2） 在宅勤務に使用する情報機器 ＜個人所有の機器の利用を認めているもの＞ 「その他」の回答 

従業員数 業種 その他の回答 

100 人未満 卸売業、小売業 自宅 Wi-Fi（暗号化方式確認のうえ） 

100 人未満 その他非製造業 個人ごとに異なる 

100～299 人 運輸業、郵便業 自宅に設置されている Wi-Fi 機器 

100～299 人 その他非製造業 特に制限なし 

300～999 人 食料品 認めているというよりは、すべて禁止していない。 

300～999 人 その他製造業 制限なし 

300～999 人 卸売業、小売業 個人スマートフォンにアプリ導入（会社が費用負担＆電話番号付与） 

300～999 人 その他非製造業 モニタ 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 スマートフォン, 携帯電話, WEB カメラ, ヘッドセットの利用を認めている。 

会社のネットワークに接続できないが、連絡手段として使用されている。 
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1000 人以上 窯業・土石製品 限定列挙した許可はしていない。 

1000 人以上 その他製造業 会社のセキュリティーガイドラインを満たした場合、個人所有の情報通信機

器の貸与を認める。 

1000 人以上 運輸業、郵便業 マウス、キーボード、ディスプレイ 

1000 人以上 その他非製造業 公開されている Web セミナーへの参加自主学習システムに任意利用 

 

2-（3） 在宅勤務手当 （全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

在宅勤務手当がある (32) 12.9 (23) 16.4 (9) 8.3 (4) 8.3 (4) 5.6 (10) 16.9 (14) 20.3 
導入を検討中 (41) 16.5 (27) 19.3 (14) 13.0 (2) 4.2 (11) 15.3 (11) 18.6 (17) 24.6 
導入予定はない (175) 70.6 (90) 64.3 (85) 78.7 (42) 87.5 (57) 79.2 (38) 64.4 (38) 55.1 

計 (248) 100.0 (140) 100.0 (108) 100.0 (48) 100.0 (72) 100.0 (59) 100.0 (69) 100.0 

 

＜参考＞在宅勤務手当（2020 年 7 月調査） 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別  
      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 
在宅勤務手当がある (7) 2.5 (6) 4.2 (1) 0.8 (2) 3.3 (1) 1.1 (1) 1.8 (3) 4.5 
導入を検討中 (37) 13.4 (19) 13.2 (18) 13.6 (2) 3.3 (12) 13.0 (10) 17.5 (13) 19.7 
導入予定はない (232) 84.1 (119) 82.6 (113) 85.6 (57) 93.4 (79) 85.9 (46) 80.7 (50) 75.8 
計 (276) 100.0 (144) 100.0 (132) 100.0 (61) 100.0 (92) 100.0 (57) 100.0 (66) 100.0 

 

2-（4） 在宅勤務手当の支給内容（2-（3）で「在宅勤務手当がある」と回答した企業） 

従業員数 業種 支給内容 

100 人未満 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 ほとんど出社しない県外在住者のみ 20,000 円/月 

100 人未満 食料品 1 回につき 100 円 

100 人未満 卸売業、小売業 緊急事態宣言期間中は全社員 3,000 円/月の特別手当 

100 人未満 その他非製造業 在宅勤務 1 日当たり 400 円 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 1 日につき 200 円 

100～299 人 化学工業 月 2,000 円 

100～299 人 化学工業 1 回 200 円 

100～299 人 その他製造業 在宅勤務 1 回につき 200 円 

 手当がある企業が 12.9％(2020 年 7 月の調査時は、2.5％) 

 導入の予定はない企業は 70.6％(2020 年 7 月の調査時は、84.1％) 

〈参考〉2020 年 7 月調査 
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300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅勤務 11 日以上で 1 日 200 円 

300～999 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 1 日 200 円 

300～999 人 印刷・同関連 月 5,000 円 

300～999 人 その他製造業 300 円/日 （4ｈ以上勤務） 

300～999 人 その他製造業 250 円/回 

300～999 人 卸売業、小売業 正社員 100 円/回 パート 50 円/回 

300～999 人 卸売業、小売業 1 回につき 125 円 

300～999 人 建設業 在宅勤務１日につき 200 円 在宅勤務半日につき 100 円 

300～999 人 その他非製造業 終日在宅勤務１回につき 150 円 

300～999 人 その他非製造業 在宅勤務１回につき 250 円 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 日額 150 円在宅手当（水道光熱費代として） 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 終日テレワーク 1 回につき 150 円 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅勤務１回につき 150 円 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 終日在宅勤務 1 回につき 150 円（出社と在宅勤務を併用する場合（午前在

宅+午後出社など）の場合は支給対象外） 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅勤務 1 回につき 150 円 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 1 回 300 円 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 月額 1 万円、日割り計算 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 1 回につき総額 400 円に含む 

1000 人以上 窯業・土石製品 200 円/1 回 

1000 人以上 その他製造業 在宅勤務 1 回につき 250 円 

1000 人以上 その他製造業 食事補助：250 円/在宅勤務 1 回 

1000 人以上 その他製造業 在宅勤務 1 日につき 150 円 

1000 人以上 その他非製造業 1 回につき 200 円 

1000 人以上 その他非製造業 4 時間以上勤務者に 300 円、4 時間未満の勤務者に 150 円を支給 

 

2-（5） 在宅勤務に対応するための一時金 

 

 

 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

在宅勤務に対応する

ための一時金を支給

した (4) 1.7 (2) 1.4 (2) 1.9 (1) 2.2 (0) 0.0 (2) 3.6 (1) 1.4 
導入を検討中 (20) 8.3 (12) 8.7 (8) 7.7 (3) 6.7 (7) 9.7 (4) 7.1 (6) 8.7 

導入予定はない (218) 90.1 (124) 89.9 (94) 90.4 (41) 91.1 (65) 90.3 (50) 89.3 (62) 89.9 

計 (242) 100.0 (138) 100.0 (104) 100.0 (45) 100.0 (72) 100.0 (56) 100.0 (69) 100.0 

 

＜参考＞在宅勤務に対応するための一時金（2020 年 7 月調査） 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別  
      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 
在宅勤務に対応する

ための一時金を支給

した (1) 0.4 (1) 0.7 (0) 0.0 (0) 0.0 (1) 1.1 (0) 0.0 (0) 0.0 
導入を検討中 (18) 6.6 (11) 7.7 (7) 5.4 (2) 3.3 (6) 6.6 (5) 9.1 (5) 7.6 

導入予定はない (253) 93.0 (131) 91.6 (122) 94.6 (58) 96.7 (84) 92.3 (50) 90.9 (61) 92.4 
計 (272) 100.0 (143) 100.0 (129) 100.0 (60) 100.0 (91) 100.0 (55) 100.0 (66) 100.0 

 

 

 

 

 一時金を支給した企業は 1.7％(2020 年 7 月の調査時は、0.4％) 

 導入の予定はない企業は 90.1％(2020 年 7 月の調査時は、93.0％) 
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2-（6） 在宅勤務に対応するための一時金の支給内容 

従業員数 業種 支給内容 

100 人未満 卸売業、小売業 緊急事態宣言期間中は全社員３千円/月の特別手当 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全従業員に一律 20,000 円（在宅勤務に使用な機器） 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅環境整備のための机・椅子・照明等の購入費用補助（健康目的）。上限

1 万円 

 

2-（7） スマートフォン、タブレット、携帯電話の通信費用 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

会社負担がある (84) 42.2 (49) 43.4 (35) 40.7 (14) 41.2 (27) 47.4 (21) 46.7 (22) 34.9 
会社負担を検討中 (22) 11.1 (13) 11.5 (9) 10.5 (3) 8.8 (6) 10.5 (3) 6.7 (10) 15.9 
会社負担の予定はな

い (93) 46.7 (51) 45.1 (42) 48.8 (17) 50.0 (24) 42.1 (21) 46.7 (31) 49.2 

計 (199) 100.0 (113) 100.0 (86) 100.0 (34) 100.0 (57) 100.0 (45) 100.0 (63) 100.0 

 

2-（8） スマートフォン、タブレット、携帯電話の通信費用 会社負担の内容 

従業員数 業種 会社負担の内容 

100 人未満 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 会社貸与分については全額 

100 人未満 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全額会社負担 

100 人未満 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全額会社負担 

100 人未満 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全額会社負担 

100 人未満 窯業・土石製品 全額会社負担 

100 人未満 窯業・土石製品 全額会社負担 

100 人未満 その他製造業 全額会社負担 

100 人未満 卸売業、小売業 以前より携帯手当として毎月 3,000 円支給 

100 人未満 卸売業、小売業 会社貸与のものについては全額会社負担 

100 人未満 卸売業、小売業 全額会社負担 

100 人未満 卸売業、小売業 全額会社負担 

100 人未満 運輸業、郵便業 全額会社負担 

100 人未満 その他非製造業 PC、タブレットは全て会社負担。通信費の一部を毎月支給。 

100 人未満 その他非製造業 通信費 月 6000 円 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 携帯は会社が貸与しているという意味で全額 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 社用携帯を貸与 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全額会社負担 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全額会社負担 

100～299 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 会社貸与機器の通信費を負担 

100～299 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 会社貸与分は全額会社負担 

100～299 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 貸与スマートフォン通信費は全額会社負担 

100～299 人 化学工業 会社支給のスマートフォン、wifi は全額会社負担 

100～299 人 化学工業 在宅勤務手当に含む 

100～299 人 化学工業 全額会社負担 

100～299 人 化学工業 全額会社負担 

100～299 人 化学工業 全額会社負担 

100～299 人 化学工業 全額会社負担 

100～299 人 食料品 貸与の携帯とタブレットは全額会社負担 

100～299 人 その他製造業 会社支給品使用 

100～299 人 その他製造業 通信費用 全額会社負担 

100～299 人 卸売業、小売業 在宅勤務期間外の携帯電話平均使用料との差額を支給 

100～299 人 卸売業、小売業 全額会社負担 

100～299 人 運輸業、郵便業 営業担当者に通常貸与している携帯電話のみ全額会社負担 

100～299 人 運輸業、郵便業 業務使用時は、明細を付け申請する。 

100～299 人 運輸業、郵便業 費用発生した場合は実費清算 

100～299 人 建設業 全額会社負担 

100～299 人 その他非製造業 会社貸与のものについては会社全額負担、それ以外は個人負担 
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100～299 人 その他非製造業 携帯電話は会社からの貸与品を業務で使用 

100～299 人 その他非製造業 全額会社負担 

100～299 人 その他非製造業 全額負担(業務で利用した金額の実費) 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 会社支給分は全額負担 個人機器の業務利用は原則不可 

300～999 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 全額会社負担 

300～999 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 全額会社負担（会社が貸与したもののみ） 

300～999 人 化学工業 全額会社負担 

300～999 人 食料品 タブレット・携帯電話等の貸与した機器の通信費用 

300～999 人 その他製造業 業務通話分実費  

300～999 人 その他製造業 全額会社負担 

300～999 人 卸売業、小売業 スマートフォンは会社の物、通信費用も会社負担 

300～999 人 卸売業、小売業 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 卸売業、小売業 全額会社負担 

300～999 人 卸売業、小売業 全額会社負担 

300～999 人 卸売業、小売業 全額会社負担 

300～999 人 卸売業、小売業 全額会社負担 

300～999 人 建設業 在宅勤務手当に含む ※通話料については実費を支給 

300～999 人 その他非製造業 会社貸与で全額負担 

300～999 人 その他非製造業 会社貸与の電話以外を使用する者に一律、月千円 

300～999 人 その他非製造業 在宅勤務 1 日につき 300 円支給 

300～999 人 その他非製造業 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 業務で利用した通話料金は全額会社負担 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 現時点で会社支給スマホ、携帯保持者については、従来通り全額会社支給 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅に限らず必要と認めた社員に会社が契約した携帯電話を業務用に貸与 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全額会社負担 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全額会社負担 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 全額会社負担だが、定額制のネット回線をもとから利用している場合は、（個

人に追加費用が発生しない場合は）負担なし 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 通話料金は会社負担 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 電話通話料を業務で通話時間分を支給（費用清算必要） 

1000 人以上 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 原則会社支給のものを使用し、情報管理上個人ものは使用しない 

1000 人以上 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 通信費を実費精算 

1000 人以上 化学工業 全額会社負担 

1000 人以上 窯業・土石製品 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 その他製造業 全額会社負担 

1000 人以上 その他製造業 全額会社負担（スマホ自体を全員に貸与している） 

1000 人以上 建設業 基本的に会社貸与の機器であり通信費も会社負担 

1000 人以上 その他非製造業 携帯電話は会社全額負担 

1000 人以上 その他非製造業 社員一人につき１台スマートフォンを貸与。通信費用は全額会社負担。 

1000 人以上 その他非製造業 全額会社負担 

 

2-（9） パソコン用の自宅 LAN 等の費用 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

会社負担がある (18) 8.8 (8) 6.8 (10) 11.4 (1) 2.9 (3) 5.2 (9) 18.8 (5) 7.7 
会社負担を検討中 (17) 8.3 (10) 8.5 (7) 8.0 (2) 5.9 (5) 8.6 (3) 6.3 (7) 10.8 
会社負担の予定はな

い (170) 82.9 (99) 84.6 (71) 80.7 (31) 91.2 (50) 86.2 (36) 75.0 (53) 81.5 

計 (205) 100.0 (117) 100.0 (88) 100.0 (34) 100.0 (58) 100.0 (48) 100.0 (65) 100.0 
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2-（10） パソコン用の自宅 LAN 等の費用 会社負担の内容 

従業員数 業種 会社負担の内容 

100 人未満 窯業・土石製品 全額会社負担 

100～299 人 卸売業、小売業 在宅勤務期間外の平均請求額との差額を支給 

100～299 人 その他非製造業 全額会社負担 

100～299 人 その他非製造業 パソコン用の自宅 LAN 等の費用（自宅にインターネット環境の無い社員には

会社費用で Wi－Fi ルーターを貸与） 

300～999 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 印刷・同関連 全額会社負担 

300～999 人 その他製造業 在宅勤務手当 

300～999 人 卸売業、小売業 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 卸売業、小売業 在宅勤務手当に含む。希望者はルーターを貸与 

300～999 人 卸売業、小売業 モバイル Wi-Fi を貸与し自宅の回線は使用しない。 

300～999 人 建設業 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 その他非製造業 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 その他非製造業 利用料金が会社負担のルーターを貸与 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 モバイル Wi-Fi を貸し出す 

1000 人以上 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 原則会社支給の Wi－Fi を使用し個人使用は認めていない 

1000 人以上 窯業・土石製品 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 その他製造業 1 日：150 円 

1000 人以上 その他非製造業 在宅勤務手当に含む 

 

2-（11） 在宅勤務時の水道光熱費 

 

 

 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別 

      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 

会社負担がある (16) 7.8 (9) 7.8 (7) 8.0 (0) 0.0 (0) 0.0 (7) 14.9 (9) 13.8 
会社負担を検討中 (24) 11.8 (16) 13.8 (8) 9.1 (3) 8.8 (5) 8.6 (5) 10.6 (11) 16.9 

会社負担の予定はな

い (164) 80.4 (91) 78.4 (73) 83.0 (31) 91.2 (53) 91.4 (35) 74.5 (45) 69.2 

計 (204) 100.0 (116) 100.0 (88) 100.0 (34) 100.0 (58) 100.0 (47) 100.0 (65) 100.0 

 

＜参考＞在宅勤務時の水道光熱費（2020 年 7 月調査） 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別  
      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 
会社負担がある (3) 1.1 (1) 0.7 (2) 1.6 (0) 0.0 (0) 0.0 (2) 3.6 (1) 1.5 
会社負担を検討中 (22) 8.1 (12) 8.5 (10) 7.8 (0) 0.0 (10) 11.0 (3) 5.4 (9) 13.6 

会社負担の予定はな

い (246) 90.8 (129) 90.8 (117) 90.7 (58) 100.0 (81) 89.0 (51) 91.1 (56) 84.8 
計 (271) 100.0 (142) 100.0 (129) 100.0 (58) 100.0 (91) 100.0 (56) 100.0 (66) 100.0 

 

2-（12） 在宅勤務時の水道光熱費 会社負担の内容 

従業員数 業種 会社負担の内容 

300～999 人 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 その他製造業 在宅勤務手当 

300～999 人 卸売業、小売業 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 卸売業、小売業 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 建設業 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 その他非製造業 在宅勤務手当に含む 

300～999 人 その他非製造業 在宅勤務手当に含む 

 会社負担があるが 7.8％(2020 年 7 月の調査時は、1.1％) 

 会社負担の予定はないが 80.4％(2020 年 7 月の調査時は、90.8％) 
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1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 日額 150 円在宅手当に含む 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 １回につき総額４００円に含む 

1000 人以上 窯業・土石製品 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 その他製造業 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 その他製造業 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 その他製造業 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 その他非製造業 在宅勤務手当に含む 

1000 人以上 その他非製造業 在宅勤務手当 300 円のうち 50 円が当該手当 

 

2-（13）は、設問が重複していたため回答から削除 

 

2-（14） 在宅勤務対象者の通勤手当の支給方法 

 

 

 

 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別  
      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 
出社回数に応じた支

給をしている (62) 30.4 (40) 34.5 (22) 25.0 (7) 20.6 (18) 31.0 (16) 34.0 (21) 32.3 
変更を検討中 (36) 17.6 (21) 18.1 (15) 17.0 (3) 8.8 (7) 12.1 (7) 14.9 (19) 29.2 
変更は検討していな

い (106) 52.0 (55) 47.4 (51) 58.0 (24) 70.6 (33) 56.9 (24) 51.1 (25) 38.5 

計 (204) 100.0 (116) 100.0 (88) 100.0 (34) 100.0 (58) 100.0 (47) 100.0 (65) 100.0 

 

＜参考＞在宅勤務対象者の通勤手当の支給方法（2020 年 7 月調査） 

             （社）・％ 

  業種計 業種別 従業員規模別  
      製造業 非製造業 100 人未満 100～299 人 300～999 人 1000 人以上 
出社回数に応じた支

給をしている (40) 15.0 (24) 17.0 (16) 12.7 (3) 5.3 (18) 20.2 (5) 9.1 (14) 21.2 
変更を検討中 (34) 12.7 (17) 12.1 (17) 13.5 (0) 0.0 (11) 12.4 (12) 21.8 (11) 16.7 
変更は検討していな

い (193) 72.3 (100) 70.9 (93) 73.8 (54) 94.7 (60) 67.4 (38) 69.1 (41) 62.1 

計 (267) 100.0 (141) 100.0 (126) 100.0 (57) 100.0 (89) 100.0 (55) 100.0 (66) 100.0 

 

2-（15） 在宅勤務対象者の通勤手当の支給方法 「変更を検討中」の内容 

従業員数 業種 変更を検討中の内容 

100 人未満 卸売業、小売業 在宅勤務手当との併用を検討中、その場合実費支給になる可能性が高い 

100 人未満 卸売業、小売業 在宅が長くなれば通勤費を考える 

100 人未満 その他非製造業 現在 6 か月定期代 月 10 日までの出勤なら通勤費を実費支給にするよう検

討中 

100～299 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 出社回数に応じた支給を検討中 

100～299 人 窯業・土石製品 コロナ対応の緊急措置としてしか考えていないため、まだ詳細は決めてな

い。 

100～299 人 その他製造業 月出勤日数の半分に満たない場合、出社回数に応じた支給など検討中 

100～299 人 その他製造業 在宅勤務期間が多くなってきた場合の通勤手当の割合などを考える必要が

ある。 

100～299 人 建設業 まだ、長期的な在宅勤務がないので、長期化した場合は変更を検討する 

100～299 人 その他非製造業 6 か月定期相当分を支給しているが、出社回数に応じた実費支給を検討中 

100～299 人 その他非製造業 まだ制度ではないので「制度になった時には検討する」 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 出社回数に応じた支給および在宅勤務日の在宅勤務手当を検討 

 出社回数に応じた支給をしているが 30.4％(2020 年 7 月の調査時は、15.0％) 

 変更は検討していないが 52.0％(2020 年 7 月の調査時は、72.3％) 
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300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 10 日以上の在宅勤務については出勤日数に応じた通勤手当の支給 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 合理的な通勤旅費支給額となるよう在宅勤務実施回数の制限も設ける 

300～999 人 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 月の就業日数が 1/2 以下の場合支給額 1/2 

⇒出社回数に応じた支給を検討 

300～999 人 その他製造業 出社回数に応じた支給も検討中 

300～999 人 その他非製造業 実費精算方式への変更を検討 

300～999 人 その他非製造業 月の所定労働日の半数以上を在宅勤務とする場合、定期券を支給せず（解

約）、会社への出社日数に応じた実費支給と変更することを検討。 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 自家用車通勤手当については出社回数に応じて支給、公共交通機関につい

ては定期券を支給 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 今後どのようにしていくか検討開始 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 在宅実績に応じた実績支給 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 ガソリン代のみ出社回数に応じた支給に変更予定 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 自動車・自転車通勤者は稼働日分を支給していたが、出社の実態に応じて

支給することを検討中。（有給休暇・在宅勤務により出社しなかった日は除い

て支給） 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 1 ヶ月の定期券相当額の通勤手当を支給していたが、定期代の支給をや

め、実費精算への切替を予定。通勤手当の廃止と併せてテレワーク手当の

導入を予定。 

1000 人以上 一般・精密機器、電気機器、輸送用機器 会社出勤が一日でもあれば全額支給しているが出社回数に応じた支給に変

更を検討 

1000 人以上 鉄鋼、金属製品、非鉄金属 月間での在宅勤務日数により、通勤手当（定期券代）を解約し実費支給へ変

更 

1000 人以上 窯業・土石製品 在宅勤務予定者には、6 か月定期相当分または 1 か月ガソリン代の支給を

停止し、出社日数に応じた交通費実費またはガソリン代を支給するよう変更

予定です。 

1000 人以上 その他製造業 現段階では、通勤定期の解除は実施していない。今後、在宅日数が増えれ

ば検討していく。 

1000 人以上 その他製造業 出社した日数分のみ支給 

1000 人以上 卸売業、小売業 在宅日数により変更をするべきと考えている 

1000 人以上 卸売業、小売業 現在 3 ケ月定期分を月割りで毎月給与支給しているが、変更するか否かを

検討中 

1000 人以上 その他非製造業 出社日数に応じた支給方法 

1000 人以上 その他非製造業 実際の出社日数に応じた金額に変更予定 

 


